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ABSTRACT 

講演１ 

 

EDITS プロジェクト：デジタルを活用した需要側対策の展望 
 
 
システム研究グループリーダー 秋元 圭吾 

 

 
 先進国では CO₂排出量が低下してきているものの、途上国では排出量が増加し、結果、世界排出量は増大

基調が続いている。結果、過去 3 年間平均の世界平均気温は産業革命以前比で 1.5℃を超えたとされる。鉄

鋼や化学製品などの CO₂排出原単位の高い基礎素材の世界需要は増大し続けてきている。製造業の生産拠点

が先進国から途上国に移転しており、結果、世界排出量は低下しない構造が観測される。そのため、需要

量やサービス量そのものを減らす取り組みを併せて実現していくことが求められる。 

2018 年に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の 1.5℃特別報告書（SR15）では、Low Energy 

Demand (LED)シナリオが着目された。そして、IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）においては、初めて需要サイ

ドの評価を単独章として焦点を当てた評価がなされた。しかし、定量的かつ包括的な分析は未だに十分に

はなされていない状況であり、現在作成作業中の第 7 次評価報告書（AR7）の執筆期間において、気候変動

に関する最新の科学的知見の提供が求められている。 

従来の需要側対策は、個別機器の省エネルギーが主であった。途上国では引き続き、省エネ機器の幅広

い普及は重要である。他方、個別機器の省エネルギーは限界がある。デジタル化の進展によって、デジタ

ルを活用した、シェアリング経済、サーキュラー経済の誘発の可能性が高まっており、社会構造の変化を

伴う、低エネルギー需要社会の実現を目指すことの重要性が増している。また、太陽光や風力発電のよう

な変動性再生可能エネルギーの増大が不可避であり、電力需要の柔軟な対応の重要性も増している。ここ

でもデジタルは主要な役割となる。日本政府の科学技術基本計画で提唱されている、「サイバー空間とフ

ィジカル空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社

会」としての Society 5.0 の実現とも合致したものである。 

このような課題意識の下、RITE では、2020 年度より、経済産業省からの研究調査委託事業として、EDITS

（Energy Demand changes Induced by Technological and Social innovations）事業を受託している。EDITS

では、最新の科学的知見や国際交渉の動向も踏まえながら、①エネルギー需要サイドの技術革新と、②そ

れに基づき生じる社会変化、③さらにその CO₂排出削減への影響等について調査、分析、評価を行うととも

に、④国際研究コミュニティの構築を通して、各国の主要研究機関と共に当該シナリオに対する比較研究

を行ってきている。とりわけ、需要側対策は、国によって多様であり、また多くの部門、対策があるので、

それらの差異を理解しつつ、総合化し、効果的な対策、政策を検討・評価することが重要である。そのた

め、EDITS では、世界 20 か国以上の 150 名を超える研究者が参画し、調査、分析、評価を実施している。

分科会を設け、部門別のモデル化・分析等として①産業部門、②建物部門、③運輸部門、そして、横断的

なテーマとして、④実績データの収集・整理、シナリオ構築・モデル分

析に関連する、⑤定性的シナリオ検討・策定、⑥モデル分析比較のプロ

トコル策定、⑦部門の統合分析、⑧Well-being 指標検討・策定の課題で

研究を深化させてきている。 

EDITS の研究チームとして、例えば、2024 年度においては、査読付き

論文は 40 編採択されており、被引用数は 538 編に上っている（2026 年 4

月 9 日時点）。論文の内容は、多岐にわたっており、省エネルギー・気

候変動対策に関する分析・評価を超えて、エネルギー、経済安全保障へ

の寄与を含め、広く SDGs 実現への貢献の分析・評価も含まれている。 

本報告では、このような EDITS の背景・目的を紹介しつつ、これまで

の EDITS の活動状況、主要な研究成果を紹介する。また、RITE システム

研究グループとして実施してきている、定量的な需要側対策に関する分

析の研究成果についても紹介し、議論を行う。 
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資源循環型社会に貢献するバイオものづくり技術の開発 
 
 

バイオ研究グループリーダー 乾 将行 
 

 
 近年、世界的な地政学リスクの高まりや気候変動問題への対応を背景として、資源循環型社会の構築が

重要な政策課題となっている。バイオものづくりは、化石資源への依存低減による資源安全保障の強化、

国内産業の競争力向上および GXによる温室効果ガス排出削減への貢献が期待される技術として注目を集め

ている。特に、ナフサ由来化学品のバイオ由来原料への転換や、未利用バイオマス・CO₂を資源として有効

活用する技術の確立は、持続可能な資源循環型社会の実現に向けた重要な取り組みとなっている。我が国

では、2024 年に「バイオエコノミー戦略」が策定され、「バイオものづくり・バイオ由来製品」が重点市

場領域として位置付けられた。また、「GX2040 ビジョン」においても、革新的技術の社会実装を通じた脱

炭素と産業競争力強化の両立が掲げられている。さらに、日本成長戦略において重点的に育成すべき「戦

略 17 分野」が示され、その中でバイオものづくりは「合成生物学・バイオ」の大分類に位置付けられてい

る。このように、バイオものづくりは、資源循環型社会の構築、経済安全保障の強化、GX の推進および産

業競争力強化に貢献する中核技術として大きな期待が寄せられている。 

このような背景の下、RITE では、微生物を利用したバイオプロセスによって、非可食バイオマスからバ

イオ燃料やグリーン化学品を高効率で生産するバイオリファイナリー技術の開発に取り組んでいる。我々

のグループでは、代表的な工業微生物であるコリネ型細菌が、還元条件下では増殖が抑制されるものの代

謝機能は維持され、糖類を代謝し有機酸などを効率よく生成する現象を見出し、これを基に増殖非依存型

バイオプロセス「RITE Bioprocess」を開発した。また、工業化に必須な要素技術である「非可食バイオマ

ス由来の混合糖の完全同時利用」や「発酵阻害物質への高度耐性」などを確立している。 

これらの技術を活用し、バイオ燃料としてはエタノール、ブタノール、グリーンジェット燃料、バイオ

水素、グリーン化学品としては乳酸、コハク酸、アラニン、バリン、トリプトファン、シキミ酸、プロト

カテク酸、4-アミノ安息香酸、4-ヒドロキシ安息香酸などについて世界最高レベルの高効率生産を達成し

ている。現在は、香料、化粧品、医薬品、繊維、ポリマーなどの原料となる芳香族化合物の生産技術開発

や、CO₂を直接原料とするバイオものづくり技術の開発にも注力している。 

これまでに、NEDO「スマートセル」プロジェクトや「データ駆動型統合バイオ生産マネジメントシステ

ム」プロジェクトに参画し、スマートセル創製技術の開発を推進してきた。また、NEDO「グリーンイノベ

ーション基金」プロジェクトおよび「バイオものづくり革命推進事業」において、ごみ焼却排ガス CO₂から

の高機能接着剤原料のバイオ生産技術開発に加え、未利用資源から有用化学品を創出するバイオアップサ

イクリング技術や、バイオ技術を活用した複合繊維のリサイクル・アップサイクル技術の研究開発を進め

ており、資源循環型社会の実現に向けた技術基盤の構築に取り組んでいる。

加えて、NEDO「ムーンショット」プロジェクトにも参画し、非可食バイオ

マスを原料とする海洋分解可能なマルチロック型バイオポリマーの研究開

発にも取り組んでいる。 

今後も、「スマートセル創製技術」や「RITE Bioprocess」を活用し、バ

イオマス資源や大気中の CO₂、さらには各種未利用資源を原料とした芳香

族化合物やグリーンジェット燃料の生産技術開発を推進するとともに、リ

サイクル・アップサイクル技術との融合による資源循環型バイオものづく

りの高度化を図り、持続可能な資源循環型社会の実現に貢献していく。 
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